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ユスチニアヌスにより 6 世紀のローマ法大全 
(Corpus Juris Civils) において編纂され、その編纂
過程で初期の資料の多くが永遠に失われてしまった。































































により隠れた受益権 (hidden beneficial interests) 
お よ び 債 権 者 の 証 明 に 係 る 資 産 保 有 













































































































































は大法官のエクイティ (Chancery’s Equity) を除
く狭義の意味においてであるが、財産と義務 






の 義 務 に 対 す る 不 法 な 干 渉  (wrongful 
interference) という拡張的概念を第三者に対して
適用したいという意図の増加に由来するのである38。




る閉鎖されたリスト (closed list) が発展してきた。
たとえ所有権絶対の原則を採用したとしても、例え























































































(open-ended list of in rem rights) を生み出すであ
ろうとはっきりと結論付ける。あらゆる角度から見
た場合、大陸法法域の法律家は、信託は愛の巣の侵















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































不在に関する異なる法の境界線 (different juridical 
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